
  

                                                単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【交通戦略課】 

 

総合交通企画費 

 

 

 10,950 

(489,434) 

 

国       10,950

  

 

 

１ 地域公共交通原油価格高騰対策事業        10,950 

 

(1) 原油価格高騰に伴う交通事業者対策事業     10,950 

65,529 →  76,479 

原油価格の高騰により、大きな影響を受けている地域公共

交通事業者に対し、事業継続のための支援を実施する。 

 

【道路整備課・道路保全

課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

      

5,867,307 

 (22,727,533) 

 

国    2,593,419 

 

分    19,680 

 

起    2,928,600 

 

○一     325,608 

 

 

 

 

 

１ 補助事業費                  5,472,417

   14,424,318 →   19,896,735 

 

(1) 補助道路整備事業費             5,053,002

     10,416,825 → 15,469,827 

      国の内示に伴う増額 

 

 (2) 補助雪寒対策事業費               419,415 

        125,086 →  544,501 

      国の内示に伴う増額 

 

２ 単独事業費                    394,890 

   8,303,215 → 8,698,105 

 

(1) 単独道路改築事業費               138,990 

      1,960,135 → 2,099,125 

      国の内示に伴う増額 

 

(2) 道路補修費                       255,900 

      6,213,080 → 6,468,980 

      国の内示に伴う増額 

 

    

 

 

 

 

 

 

 



  

単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【砂防課】 

 

砂防関係公共事業 

 

 

      241,640 

 (3,995,269) 

     

国      102,317 

 

分        14,500 

 

起       101,300 

 

○一        23,523 

 

 

１ 補助事業費                                      241,640 

       2,954,969 →  3,196,609 

 

 (1) 補助急傾斜地総合流域防災事業費           241,640 

        188,167 →    429,807 

国の内示に伴う増額 

【都市計画課】 
 

都市計画関係公共事業 

 
 

   3,799,464 

  (2,391,313) 

 

国    1,783,425 

 

分       545,643 

 

起    1,323,300 

 
○一     147,096 

 
 

 １ 補助事業費                    3,799,464 

   2,391,313 → 6,190,777 

 

  (1) 補助都市計画街路事業費                    3,652,464 

        1,300,413 → 4,952,877 

        国の内示に伴う増額 

 

     

(2) 補助都市公園事業費                          147,000 

        1,071,515 → 1,218,515 

        国の内示に伴う増額 

 

単独都市公園事業費 

 

△    176,297 

  (1,038,697) 

 

起 △     165,700 

 
○一 △     10,597 

 

１ 単独都市公園事業費              △    176,297 

    1,038,697 → 862,400 

    補助事業への振替による減額 



  

                                                                                    単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

【住宅課】 
 

県営住宅関係公共事業 

 

 

         35,071 

(1,033,561) 

 

国     14,666 

 

起     14,600 

 

○一      5,805 

 

 

 １ 県営住宅建設事業費              35,071 

   1,024,856 → 1,059,927 

契約に定める物価変動に伴うサービス対価の改定等による

増額 

 

[債務負担行為] 

  期 間：令和５年度まで 

  限度額：42,071 

  内 容：ＰＦＩ方式により事業を実施している新庄寺 

（長浜）県営住宅建替事業について、債務負 

担の追加を行うもの。 

 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

        25,200 

    (12,086,915) 

 

国         8,000 

 

起        15,500 

 

○一        1,700 

 

 

１ 補助公共事業費                                25,200 

      3,349,035 → 3,374,235 

 

   (1) 補助河川環境整備事業費               25,200 

     100,800 → 126,000 

     国の内示に伴う増額 

 

ダム関係公共事業 

 

            119 

        (201,830) 

 

国            29 

 

諸          39 

 

○一           51 

 

１ 補助事業費 

201,830 → 201,949                            119 

 

  (1) 補助堰堤改良事業費                   119 

     134,900 → 135,019 

     国の内示に伴う増額 

 

港湾関係公共事業 

 

         75,600 

         (44,100) 

 

国        24,000 

 

起        46,500 

 

○一        5,100 

 

１ 補助港湾改修事業費                  75,600 

      44,100 → 119,700 

    国の内示に伴う増額 



  

                                                                                   単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(補正前の額) 
説                明 

 

国直轄河川事業費負担金 

 

          5,832 

        (172,290) 

 

起         5,300 

 

○一          532 

 

１ 国直轄河川事業費負担金                 5,832 

      172,290 → 178,122 

    国の内示に伴う増額 


